鈴鹿市紙おむつ等支給事業業務委託仕様書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長寿社会課

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年２月１日
鈴鹿市紙おむつ等支給事業業務委託仕様書
１　概要
（１）物 件 名　　　鈴鹿市紙おむつ等支給事業業務委託

（２）履行場所　　　市内対象者宅（予定者総数６００名）
（３）協定期間　　　協定締結から令和８年３月３１日まで
（４）委託業務

　受託者は、鈴鹿市が支給を決定した支給対象者（以下対象者）からの注文に基
づき、対象者に対し自宅等に配達する。
　本事業の具体的な業務内容は以下のとおりとする。
　ア　カタログ及び注文書作成、配布
イ　受注
ウ　納品
エ　報告・請求
オ　情報管理
カ　使用済み紙おむつ等の回収（可能な事業者のみ）
キ　その他付随業務
２　受託者の事業運営方法

（1） カタログ及び注文書作成、配布
ア　受託者は、鈴鹿市が提示する品目（別紙１）と、配達料込みの品目ごとの税込の単価（各自で設定）を記載した、高齢者にわかり易い、カラー刷りの配布用カタログを鈴鹿市と協議のうえ作成すること。尚、記載事項の詳細は「３　カタログ記載事項について」にて説明する。
イ　受託者は税込の単価を明記した注文書を作成すること。

ウ　受託者は作成したカタログ及び注文書を、鈴鹿市内及び鈴鹿市近郊の居宅介護支援事業所と地域包括支援センターへ配置すること。
エ　カタログに記載する価格は各自で設定するが、価格の変更を行う際は必ず鈴鹿市へ相談をすること。また、価格を変更したカタログ及び注文書についても、受託者が鈴鹿市及び鈴鹿市近郊の居宅介護支援事業所、鈴鹿市内地域包括支援センター、カタログ利用中の対象者に配布及び説明を行うこと。
尚、市場価格と著しく乖離していると鈴鹿市が判断した場合は、価格変更を指示
する場合がある。その際、受託者は速やかに鈴鹿市の指示に応じること。
オ　鈴鹿市が指定した品目のうち、メーカーの終売等がある場合は、鈴鹿市との協
議のうえ、代替商品に切り替えることを可能とする。また、変更したカタログに
ついても受託者が鈴鹿市及び鈴鹿市近郊の居宅介護支援事業所、鈴鹿市内地域包
括支援センター、カタログ利用中の対象者に配布及び説明を行うこと。
（2） 受注
ア　対象者は、申請時にあらかじめ受託者が作成したカタログを参考に、利用する
受託者の選定を行い、初回時に配達する品目及び数量等を選択して、鈴鹿市に対
して申請を行う。
イ　鈴鹿市は、申請に基づき、紙おむつ等の支給を決定したときは、対象者名簿を作成し、受託者へ通知する。また、廃止を決定した場合も同様とする。
ウ　二回目以降の紙おむつ等のタイプの変更、配達の休止・廃止、再開などの注文
については、電話、ファックス及び電子メール等にて対象者が受託者に商品を注
文する。受託者は介護用品受注専用の電話番号、ファックス番号、メールアドレ
ス等を確保し、対象者からの注文に遺漏無く対応すること。また、紙おむつ等の
注文内容の変更は毎月可能なこととする。
エ　変更については、原則毎月２０日までに連絡があったものは、翌月配達分より
変更に応じ、２０日以降に連絡があった場合は翌々月の配達分より変更に応じる
こと。尚、２０日以降に連絡があったものでも受託者が変更に対応できると判断
した場合は、変更に応じることとする。
オ　受付時間については９時～１７時を原則とする。（土曜日曜・祝日及び１２月
２９日から１月３日を除く）
ただし、受託者の営業日に合わせて独自に設定することも可能とする。
カ　受託者は、対象者から支給の限度額を超える注文を受けた場合は、その差額は
利用者負担になる旨を説明すること。
（３）納品
ア　受託者は当該月分の紙おむつ等を鈴鹿市が指定する住所地に配達する。支給品目及び個数、額のわかる納品書及び受領書を作成し、納品時には対象者等へ納品書を交付し、また、納品を証するために受領書に受領印または署名をもらうこと。納品書及び受領書の様式に関しては任意の様式とする。
イ　受託者は、配達時に対象者等が不在等で配達できない場合は、不在等であった
旨の連絡票を投函し、再配達すること。
ただし、対象者からの申し出がある場合は、不在時にも配達を完遂することを可能とするがその際は対象者または家族等と置き場所等協議の上、対応すること。なお、商品の紛失・破損があった場合について、鈴鹿市はその損害を補償しない。

ウ　受託者は当該月分の紙おむつ等の配達を、原則毎月２０日までに完了すること。
ただし、配達日時については利用者の都合を優先するものとし、希望配達日が２０日以降である場合、または、不在等による再配達の場合はこの限りではないが、必ず当該月のうちに配達を完了すること。
エ　受託者は配達日に関して、地区ごとの配達ルートを定めることを可能とする。この場合は事前に鈴鹿市に申し出を行い、承認を得ること。
オ　受託者は、対象者が支給の限度額を超える注文を行った場合には、支給の限度
額を超える額については受託者が対象者から徴収し、その際、対象者へ領収書
を発行するものとする。なお、その支払いが履行されない場合について、鈴鹿
市はその損害を補償しない。
カ　受託者は、対象者の異動（転出、転居、施設入所、死亡等）を確認した場合、
または、対象要件に該当しなくなったことを知りえた場合はその旨を速やかに鈴鹿市へ報告すること。
キ　受託者は、鈴鹿市から配達停止の指示を受けたときは直ちにそれに従うこと。
ク　受託者は、支給品目について苦情等があった場合は、対象者等に対し説明を
行うとともに、不良品等であれば当該品目の交換を行い、鈴鹿市へ連絡すること。
ケ　受託者は、紙おむつ等の取扱方法や商品情報等を十分に把握し、対象者に対す
る適切な助言、指導を行う体制を整えること。
コ　受託者は、各対象者等への対応を的確に行い、また、意見や苦情等には誠意あ
る態度で接すると共に、対応を迅速に行うこと。
（４）報告・請求
ア　業務の委託金額の請求は月締めとし、毎月鈴鹿市に請求書を提出すること。
イ　受託者は、毎月１０日までに所定の様式で前月分の実績報告書を作成し、鈴鹿市へ提出すること。また、鈴鹿市から要求があった場合には必要に応じてその他の統計データを作成し、速やかに提出すること。
（５）情報管理
　ア　受託者は、本事業を遂行するにあたり、知りえた情報を鈴鹿市が指示する目的以外に使用し、また第三者に漏らしてはならない。
イ　個人の家庭内に入ることにおいて、知り得た個人情報などプライバシーについ
ては厳重に保護すること。さらに、このことにおいて、従業員の教育を徹底すること。
ウ　受託者は、この事業の事務を処理するための個人情報取扱については、別記「個
人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。
エ　配達記録等のデータについては契約終了の翌年度末まで保管をすること。
（６）使用済み紙おむつ等の回収（可能な事業者のみ）
ア　回収が可能な事業者は「一般廃棄物収集運搬業許可」を得ていることを条件とする。
　イ　回収対象者は、独居世帯または家族が７０歳以上のみの世帯等とし、鈴鹿市が指定した者のみ毎週使用済みのものを回収することとする。
ウ　紙おむつ等の給付が一時中止された場合でも、使用済のものが継続して発生する場合には、回収対象者の家族と相談のうえ、その期間内において回収のみ行うこととする。
エ　紙おむつ等の給付が廃止された場合において、回収対象者の居宅に使用済みの紙おむつ等がある場合は、その回収も行うこととする。
オ　回収に関する単価は１回６６０円とし、一週間あたり１回の回収を上限とする。
カ　収集後の使用済み紙おむつの廃棄の再委託は禁止とする。
３　カタログ記載事項について
（１）必須項目
ア　支給品目　
別紙１に定める指定品目をすべて掲載し、取り扱うこと。商品の種類、説明、商品番号、商品名、商品サイズ、ウエストサイズ、写真（またはイラスト）、吸収量、１パックの入数、税込価格を必ず掲載すること。また、掲載順番については別紙１の番号の通りとすること。
　イ　事業所の情報
　　事業所の名称、所在地、連絡先（電話、ファックス、メールアドレス等）、営業時間、休業日を明記すること。
　ウ　制度全般に関する説明
　　別紙２に定める項目をカタログ裏面に掲載すること。
（２）任意項目
　　指定品目に加え、受託者が自由に商品を選定し、掲載をする任意品目（上限４
種類）を設定してよい事とする。任意品目についても指定品目と同様に商品の種類、説明、商品名、商品サイズ、ウエストサイズ、写真（またはイラスト）、吸収量、１パックの入数、税込価格を必ず掲載すること。

　　カタログには紙おむつの使い方や、選び方など、利用者や利用者の家族が選択しやすくなるための情報を掲載することが望ましい。
（３）カタログの様式について
　　ページ数、枠のレイアウト、使用する用紙等、デザインに関する事は任意とする。
（４）その他
　　カタログ作成の際は必ず鈴鹿市と協議をし、承認を得た上で本刷りを行うこと。

　　
４　その他
（１）再委託について
受託者が、この契約による業務の一部を第三者に再委託をする場合は、あらかじ
め鈴鹿市の承諾を得なければならない。鈴鹿市の承諾を得た第三者は、受託者と
同様に本契約に従わねばならない。また、第三者が起こした事故や苦情等につい
ては、第三者だけでなく、受託者も責任を負うこととする。

（２）連絡について

　　受託者は対象者からの問い合わせに対して、営業時間中は常に連絡が取れように
すること。また、鈴鹿市に対しては、営業時間以外にも、緊急の際には連絡が取
れるよう、あらかじめ緊急連絡先を鈴鹿市の担当者に伝え、常に連絡がとれるよ
うにすること。
（３）アンケート調査等への協力
受託者は、鈴鹿市が対象者等にアンケート調査等を実施する際は、その用紙の配布及び回収等に協力すること。
（４）調査及び指導
鈴鹿市は受託者に対し、紙おむつ等の支給について報告・調査の書類の提出を求
めることができるものとする。また調査の結果、受託者に紙おむつ等の支給に関
して改善が必要と認められる場合は、改善指導を行うものとする。
（６）その他
当該事業の遂行にあたり、本仕様書に定めが無い事項又は本事業に関し疑義が生
じた場合は、双方協議の上対処する。
[image: image1.emf]（別紙１）

種類 メーカー名 商品名 サイズ 入り数

1リハビリパンツ カミ商事 エルモアいちばんお茶の力パンツ Ｍ～Ｌ 店頭用 20

2リハビリパンツ カミ商事 エルモアいちばんお茶の力パンツ L～LL 店頭用 18

3リハビリパンツ ユニ・チャーム ライフリーうす型軽快パンツ Ｓ

病院施設用

24

4リハビリパンツ ユニ・チャーム ライフリーうす型軽快パンツ Ｍ

病院施設用

22

5リハビリパンツ ユニ・チャーム ライフリーうす型軽快パンツ Ｌ

病院施設用

20

6リハビリパンツ ユニ・チャーム ライフリーうす型軽快パンツ ＬＬ

病院施設用

18

9リハビリパンツ リブドゥ リフレはくパンツ下着のようなベージュタイプ Ｍ 店頭用 24

10リハビリパンツ リブドゥ リフレはくパンツ下着のようなベージュタイプ Ｌ 店頭用 22

11リハビリパンツ リブドゥ リフレはくパンツスリム Ｓ

病院施設用

22

12リハビリパンツ リブドゥ リフレはくパンツスリム Ｍ

病院施設用

20

13リハビリパンツ リブドゥ リフレはくパンツスリム Ｌ

病院施設用

18

14リハビリパンツ リブドゥ リフレはくパンツスリム ＬＬ

病院施設用

16

16リハビリパンツ ユニ・チャーム ライフリーリハビリパンツスーパー Ｍ

病院施設用

20

17リハビリパンツ ユニ・チャーム ライフリーリハビリパンツスーパー Ｌ

病院施設用

18

18リハビリパンツ ユニ・チャーム ライフリー尿取りパッドなしでも長時間安心パンツ Ｍ

病院施設用

14

19リハビリパンツ ユニ・チャーム ライフリー尿取りパッドなしでも長時間安心パンツ Ｌ

病院施設用

12

20テープタイプ カミ商事 エルモアいちばん幅広簡単テープ止め Ｓ

病院施設用

22

21テープタイプ カミ商事 エルモアいちばん幅広簡単テープ止め Ｍ

病院施設用

20

22テープタイプ カミ商事 エルモアいちばん幅広簡単テープ止め Ｌ

病院施設用

17

23テープタイプ リブドゥ リフレ簡単テープ止めタイプ横モレ防止 Ｓ

病院施設用

34

24テープタイプ リブドゥ リフレ簡単テープ止めタイプ横モレ防止 Ｍ

病院施設用

30

25テープタイプ リブドゥ リフレ簡単テープ止めタイプ横モレ防止 Ｌ

病院施設用

26

26テープタイプ リブドゥ リフレ簡単テープ止めタイプ横モレ防止 大きめＬ

病院施設用

22

27リハビリパンツ カミ商事 エルモアいちばんパンツスーパー ＸＬ

病院施設用

14

30パッド ユニ・チャーム ライフリーずれずにあんしん紙パンツ専用尿取りパッド 店頭用 36

31パッド ユニ・チャーム

ライフリーずれずにあんしん紙パンツ専用尿取りパッド長時間用

店頭用 20

34パッド カミ商事 エルモアいちばん尿取りパッドパワフルスーパー吸収

病院施設用

30

35パッド リブドゥ リフレ尿取りパッド男女兼用レギュラー

病院施設用

30

36パッド カミ商事 エルモアいちばんビックパッド

病院施設用

30

38パッド ユニ・チャーム ライフリー長時間安心尿取りパッド昼用スーパー 店頭用 24

39パッド ユニ・チャーム ライフリー一晩中あんしん尿とりパッド夜用 店頭用 42

40パッド ユニ・チャーム ライフリー一晩中あんしん尿とりパッド夜用スーパー 店頭用 24

42パッド リブドゥ リフレサラケアパッドビッグ

病院施設用

30

52パッド カミ商事 エルモアいちばん尿取りパッド長時間用 店頭用 24

57パッド カミ商事 エルモアいちばん紙パンツ用パッドスリム 店頭用 42

58パッド カミ商事 エルモアいちばん紙パンツ用パッド夜用 店頭用 28

※ただし，メーカーの終売等の理由により，カタログ作成時までに商品の差し替えを行う場合があります


（別紙２）鈴鹿市　紙おむつ等支給事業をご利用の皆様へ
１．利用できる方
鈴鹿市に住所を有し、介護保険の要介護認定で要介護３以上の認定を受けた市民税非課税
である要介護者を、在宅で介護されている家族（ひとり暮らしの要介護者を含む）

２．サービス内容
このカタログに掲載されている紙おむつなどの介護用品を、一人当たり月間５，０００円を上限として、市と協定を結んだ配達事業者が毎月ご自宅まで配達いたします。また、上限額５，０００円分以上の商品を購入することも可能ですが、配達時に現金で支給額との差額分を配達事業者にお支払いください。
３．配達方法
納品時に受領印または署名をいただきます。
ご不在の際には不在票を入れさせていただきますので、ご都合のよい日を配達事業所にご連絡ください。
４．商品の変更やキャンセル
初回の申請時に申込みいただいた商品が毎月同時期に配達されます。初回時以降に商品の変更やキャンセルを希望される場合は、配達する月の前月の２０日までに直接、配達事業所へ連絡してください。
５．配達事業所の変更
初回の申請時以降に選択していただいた配達事業所を変更されようとする際には、必ず鈴鹿市長寿社会課に毎月１５日までに届け出を行い、カタログが届き次第、配達事業所に注文をしてください。なお、受付期限に間に合わない場合には、翌月の事業所の変更はできませんので十分御注意ください。
６．注意事項（必ず守ってください）
（１）配達の依頼は１か月１回限りとします。
（２）ひと月に複数の業者に商品の注文をすることは出来ません。
（３）誤って注文された場合の返品や交換には応じられませんので、商品変更の際にはサイズ等を十分にご確認ください。
（４）要介護者本人の身体状況の変化等のため、商品変更受付期限（毎月２０日まで）以降に商品の変更を希望されたとしても、応じられませんので予めご了承ください
（５）要介護者本人が死亡した場合や、施設に入所、または医療機関に入院された場合は支給を受けることはできません。必ず、鈴鹿市長寿社会課に連絡してください。
（６）住所や電話番号に変更があった場合には、必ず事前に鈴鹿市長寿社会課までご連絡く
ださい。
（７）使用済み紙おむつを処理する際は、汚物などを取り除き、家庭ごみ（もやせるごみ）
として集積場へ出してください。

（８）いつわり及び不正な手段により支給を受けた場合には、相当する金額を返還していた
だく場合があります。
（別記）

個人情報取扱特記事項
（基本的事項）
第１条　受注者は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務の実施に当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「法」という。）、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年５月31日法律第27号。以下「番号法」という。）等の関係法令を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適切に取り扱わなければならない。

（秘密の保持）
第２条　受注者は、この契約による事務に関して知ることができた個人情報をみだりに他人に知らせてはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

（責任体制の整備）

第３条　受注者は、個人情報の安全管理について、内部における責任体制を構築し、その体制を維持しなければならない。
（責任者等の報告）

第４条　受注者は、この契約による個人情報の取扱いの責任者（以下「個人情報保護責任者」という。）及び事務に従事する者（以下「作業従事者」という。）を定め、事務の着手前に書面により発注者に報告しなければならない。
２　受注者は、個人情報保護責任者及び作業従事者を変更する場合は、事前に書面により発注者に報告しなければならない。
（作業場所等の特定）

第５条　受注者は、個人情報を取り扱う場所（以下「作業場所」という。）及びその移送方法を定め、事務の着手前に書面により発注者に報告しなければならない。

２　受注者は、作業場所及び移送方法を変更する場合は、事前に書面により発注者に報告しなければならない。

３　受注者は、発注者の事務所内に作業場所を設置する場合は、個人情報保護責任者及び作業従事者に対して、身分証明書を常時携帯させ、名札等を着用させて事務に従事させなければならない。

（利用及び提供の制限）

第６条　受注者は、この契約による事務において利用する個人情報をこの契約の目的以外の目的のために利用し、又は第三者に提供してはならない。

（教育の実施）

第７条　受注者は、個人情報保護責任者及び作業従事者に対して、法に定める従事者の義務及び罰則規定の内容、本特記事項において個人情報保護責任者及び作業従事者が遵守すべき事項その他この契約による事務の適切な履行に必要な事項について、教育及び研修をしなければならない。
（派遣労働者等の利用時の措置）

第８条　受注者は、この契約による事務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者によって行わせる場合は、正社員以外の労働者にこの契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。

２　受注者は、発注者に対して、前項の正社員以外の労働者による個人情報の処理に関する結果について責任を負うものとする。
（再委託の禁止）

第９条　受注者は、この契約による事務を行うための個人情報の処理は自ら行うものとし、発注者が承諾した場合を除き、その処理を第三者に委託（以下「再委託」という。）してはならない。
２　受注者は、個人情報の処理を再委託する場合又は再委託の内容を変更する場合は、事前に次の各号に規定する事項を記載した書面を発注者に提出して前項の承諾を得なければならない。

(1) 再委託する業務の内容

(2) 再委託先で取り扱う個人情報

(3) 再委託の期間

(4) 再委託先（商号又は名称、代表者、所在地、連絡先）

(5) 再委託が必要な理由

(6) 再委託先における個人情報の安全管理の責任体制並びに個人情報保護責任者及び作業従事者

(7) 再委託先における個人情報保護措置の内容

(8) 前号の個人情報保護措置の内容を遵守し、個人情報を適切に取り扱うという再委託先の誓約

(9) 再委託先の監督方法

(10) その他発注者が必要と認める事項

３　受注者は、再委託を行った場合は、再委託先にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、受注者と再委託先との契約内容にかかわらず、発注者に対して、再委託先による個人情報の処理及びその結果について責任を負うものとする。
４　受注者は、再委託契約において、再委託先に対する監督及び個人情報の安全管理の方法について具体的に規定しなければならない。

５　受注者は、再委託を行った場合は、その履行状況を管理・監督するとともに、発注者の求めに応じて、管理・監督の状況を発注者に対して適宜報告しなければならない。
６　再委託した事務をさらに委託すること（以下「再々委託」という。）は原則として認めない。ただし、やむを得ない理由により再々委託が必要な場合には、第２項中の「再委託の内容を変更しようとする場合」として扱うものとする。
７　前項の規定により再々委託を行おうとする場合には、受注者はあらかじめ第２項各号に規定する項目を記載した書面に代えて、次の各号に規定する項目を記載した書面を発注者に提出して発注者の承諾を得なければならない。

(1) 再々委託する業務の内容

(2) 再々委託先で取り扱う個人情報

(3) 再々委託の期間

(4) 再々委託先（商号又は名称、代表者、所在地、連絡先）

(5) 再々委託が必要な理由

(6) 再々委託先における個人情報の安全管理の責任体制並びに個人情報保護責任者及び作業従事者

(7) 再々委託先における個人情報保護措置の内容

(8) 前号の個人情報保護措置の内容を遵守し、個人情報を適切に取り扱うという再々委託先の誓約

(9) 再委託先における再々委託先の監督方法

(10) その他発注者が必要と認める事項
８　受注者は、発注者の承諾を得て再々委託を行う場合であっても、再々委託の契約内容にかかわらず、発注者に対して個人情報の処理及びその結果について責任を負うものとする。

（個人情報の安全管理）

第10条　受注者は、この契約による事務を処理するために利用する個人情報を保持している間は、次の各号の定めるところにより、個人情報の管理を行わなければならない。

　(1) 施錠が可能な保管庫又は施錠若しくは入退室管理が可能な保管室で厳重に個人情報を保管すること。

　(2) 発注者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所から持ち出さないこと。

　(3) 個人情報を電子データで持ち出す場合は、電子データの暗号化処理又はこれと同等以上の保護措置を施すこと。

　(4) 発注者から引き渡された個人情報を発注者の指示又は承諾を得ることなく複製又は複写しないこと。

　(5) 個人情報を電子データで保管する場合は、当該データが記録された媒体及びそのバックアップの保管状況並びに記録されたデータの正確性について、定期的に点検すること。

　(6) 個人情報を管理するための台帳を整備し、個人情報の内容及び件数、個人情報保護責任者、個人情報の受領日又は作成日、保管場所、複写又は複製、返還又は廃棄等個人情報の取扱いの状況等を当該台帳に記録すること。

　(7) 作業場所に、私用パソコン、私用外部記録媒体その他これらに類する私用物を持ち込んで、個人情報を扱う作業を行わせないこと。
　(8) 個人情報を利用する作業を行うパソコンや記録媒体（以下「パソコン等」という。）を台帳で管理するものとし、発注者が同意した場合を除き、当該パソコン等を作業場所から持ち出さないこと。

　(9) 個人情報を利用する作業を行うパソコン等に、ファイル交換ソフトその他の個人情報の漏えいにつながるおそれがあるソフトウェアをインストールしないこと。
　(10) パソコン等の機器で個人情報を利用する作業を行うときは、ウィルス対策ソフトウェアの導入及び最新のウィルスパターンファイルの更新を行うとともに、パソコン等の機器を構成するＯＳ、ソフトウェア等に定期的に修正プログラムを適用すること。
（受渡し）

第11条　受注者は、この契約による事務を処理するために利用する個人情報の受渡しを行う場合は、発注者が指定した手段、日時及び場所で行うものとし、個人情報の引渡しを受けた場合は、発注者に受領書を提出しなければならない。
（個人情報の返還、廃棄又は消去）

第12条　受注者は、この契約による事務を処理するために発注者から引き渡され、又は自らが収集し、若しくは作成した個人情報について、事務が完了し、又は契約が解除された後、発注者の指示に基づいて、速やかに個人情報を返還、廃棄又は消去しなければならない。

２　受注者は、前項の個人情報を廃棄する場合は、当該個人情報が記録された記録媒体を物理的に破壊する等当該個人情報が判読、復元できないように確実な方法で廃棄しなければならない。

３　受注者は、パソコン等に記録された第１項の個人情報を消去する場合は、データ消去用ソフトウェアを使用し、通常の方法では当該個人情報が判読、復元できないように確実に消去しなければならない。

４　受注者は、第１項の個人情報を廃棄又は消去したときは、当該処理を行った個人情報の名称、内容、件数、媒体名、処理方法、個人情報保護責任者名及びこれを行った年月日を記録し、書面により発注者に報告しなければならない。

５　受注者は、個人情報の廃棄又は消去に際し、発注者から立会いを求められた場合は、これに応じなければならない。
（点検の実施）

第13条　受注者は、発注者から個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合は、個人情報の取扱いに関する点検を実施し、直ちに発注者に報告しなければならない。
（立入調査等）

第14条　発注者は、この契約による事務に係る個人情報の取扱いについて、本特記事項に基づき必要な措置が講じられているかどうかを確認するため必要があると認めるときは、受注者に必要な報告を求め、又は受注者の作業場所に立入調査、実地の監査等を行うことができる。

２　受注者は、発注者から個人情報の取扱いについて改善を指示された場合は、その指示に従わなければならない。
（事故発生時の対応）

第15条　受注者は、この契約による事務の処理に関して個人情報の漏えい、滅失、毀損等の事故（以下「漏えい等事故」という。）が発生した場合は、その漏えい等事故の発生に係る帰責の有無にかかわらず、直ちに発注者に対して、当該漏えい等事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、発生状況を書面により報告し、発注者の指示に従わなければならない。
２　受注者は、漏えい等事故があった場合には、直ちに被害を最小限にするための措置を講ずるとともに、発注者の指示に基づいて、当該漏えい等事故に係る事実関係を当該漏えい等事故のあった個人情報の本人が容易に知り得る状態にする等の措置を講ずるものとする。

３　受注者は発注者と協議の上、二次被害の防止、類似事案の発生回避等の観点から、可能な限り漏えい等事故に係る事実関係、発生原因及び再発防止策の公表に努めなければならない。
（契約の解除）

第16条　発注者は、受注者が本特記事項に定める義務を履行しない場合は、この契約による業務の全部又は一部を解除することができる。

２　受注者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、発注者に対して、その損害の賠償を請求することはできないものとする。

（損害賠償）

第17条　受注者の故意又は過失を問わず、受注者が本特記事項の内容に違反し、又は怠ったことにより、発注者に損害が生じた場合は、受注者は、発注者に対して、その損害を賠償しなければならない。
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